
令 和 ５ 年 ６ 月 2 0 日 
堺      市 

 
栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）の設計図書の訂正について（通知） 

 
栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）の設計図書（図面）について、下記の通り、

一部訂正しますので、お知らせします。 
現在、堺市入札情報公開システムに掲載されている書類は訂正済みですので、再度、ダウ

ンロードしていただくか、お持ちの書類を訂正していただきますようお願いいたします。 
なお、開札予定日時、入札書の提出期間の変更はありません。 
ご迷惑をお掛けし、お詫び申し上げます。 
 

記 
 
１．訂正箇所 
 ＜図面＞ 
 ・建築図面番号 2/61 特記仕様書（No2）において、施工条件の一部を「作業について
は、１週２休（原則として土曜・日曜）を確保できるよう努めること。」に変更する。 
 ・建築図面番号 25/61 昇降機設備工事 特記仕様書（１）において、施工条件の一部
を「作業については、１週２休（原則として土曜・日曜）を確保できるよう努めること。」

に変更する。 
 ・建築図面番号 52/61 電気設備工事 特記仕様書（１）において、施工条件の一部を
「作業については、１週２休（原則として土曜・日曜）を確保できるよう努めること。」

に変更する。 
 ・建築図面番号 57/61 機械設備工事 特記仕様書（１）において、施工条件の一部を
「作業については、１週２休（原則として土曜・日曜）を確保できるよう努めること。」

に変更する。 
 

 
２．訂正内容 
  ＜図面＞ 
  別添 PDFのとおり 
 



別紙

図面№ 図 面 名 称 訂 正 箇 所 誤 正 備 考

建築
2/61
特記仕様書（No2） 施工条件 別紙図面　　　　　　　参照 別紙図面　　　　　　　参照

建築
25/61
昇降機設備工事
特記仕様書（１）

施工条件 別紙図面　　　　　　　参照 別紙図面　　　　　　　参照

建築
52/61
電気設備工事
特記仕様書（１）

施工条件 別紙図面　　　　　　　参照 別紙図面　　　　　　　参照

建築
57/61
機械設備工事
特記仕様書（１）

施工条件 別紙図面　　　　　　　参照 別紙図面　　　　　　　参照

図 面 正 誤 表

工事名称：栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

訂正前 訂正後

訂正前

訂正前

訂正前

訂正後

訂正後

訂正後
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・ 構内指示の場所にたい積

　・ 再生クラッシャラン　　　・ 切込砂利　　　※ 切込砕石

種類

上
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Ａ３縮尺
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Ａ１縮尺

特記仕様書（Ｎｏ２）
2020. 4. 改訂

2021. 4. 改訂

2021. 5. 改訂

2022. 4. 改訂

　この工事の施工にあたり、部分払いを請求する際には、工事出来高部分

に対し火災保険を次のとおり付すこと。　また、保険契約締結後、速やかに

その証券を堺市長に提出すること。

　　　保険期間　　　　工期プラス１ヶ月　

　　　被保険者　　　　堺市長

　　　保険金額　　　　部分払いするときの出来高金額以上

　なお、建設工事保険、組立保険等の総合保険に加入している場合は、

保険証の写しと火災保険金の受取りを堺市長とした保険会社発行の証明

書を提出すること。

21 火災保険について

　この工事の施工にあたり、目的に応じて次の保険を付すること。

　第三者に与えた損害の補償

　　・請負業者賠償責任保険

　　・法定外労災補償（建設共済）又は労働災害総合保険

　従業員が受けた身体障害の補償

22 その他の保険に

　 ついて

　本工事が公共事業労務費調査の対象工事に選定された場合は、本調査の

周知し協力するよう指導すること。

趣旨を理解し協力すること。なお、下請業者についても本調査の趣旨を

　本工事が共通費実態調査の対象工事に選定された場合は、本調査の趣旨

ことを目的とする。　なお、調査票は監督員から配布するものとする。

を理解し協力すること。共通費実態調査は受注者による営繕工事の実施状

況を費用の面から把握し、発注者における工事費積算に適切に反映させる

1　受注者は、建設業退職金共済制度（以下「建退共」）の主旨を理解し、

建退共に該当する場合は同制度に加入し、「建退共掛金収納書届」を工事

請負契約締結後原則１ケ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工

事請負契約締結後４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。

　また、建退共制度対象労働者を雇用した場合については、建設キャリア

アップシステムの活用等により技能労働者等の就業状況を適切に把握し、

これに基づく履行状況について、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括

表を作成し、監督員に提示しなければならない。

2　受注者は、工事用掲示板付近の見易いところに「建設業退職金共済制度

適用事業主工事現場」の標識を掲示すること。

　工事の一部を下請けさせる場合及び原材料を購入する際は地元産業の

振興と市内業者の育成のためできる限り市内業者へ発注する。

　堺市グリーン調達基本方針に基づき【最新版】堺市グリーン調達方針の

定めによりグリーン調達やリサイクル製品の調達の一層の推進を図る必要

（採用した品目は実績数を記載し、報告書を作成のうえ提出のこと）

本工事において市監督員と協議のうえ、極力採用するものとする。

があります。「堺市グリーン調達方針における公共工事特定調達品目」を

　　　　　 　　　　実施する段階（　　　　　　　　　　）

　中間技術検査は公共工事の品質向上を図るため、工事完成時に不可視となる

部分や施工上重要な段階等において、施工中に検査を行うもので、設計図書及

びその他の関係書類に基づいて行われる。

 　工事開始前に、石綿含有建築材料の使用の有無を調査し、事前調査結果

の書面の作成、発注者への報告を行うこと。　なお、事前調査結果を掲示

するとともに有の場合は作業内容も掲示すること。

　事前調査結果の書面の作成に当たっては、次に挙げる資格を有する者に

　①特定建築物石綿含有建材調査者または一般建築物石綿含有建材調査者

　（平成３０年　厚生労働省、国土交通省、環境省告示第１号）

　除去等の作業の経験を有する者

　③（一社）日本アスベスト調査診断協会に登録された者

よるものとする。　　②は2023年9月末まで

　監理技術者又は主任技術者の工事現場への専任期間及び専任を要しない期

間については、国土交通省において定められている最新の監理技術者制度運

用マニュアルによるものとする。（専任以外の監理技術者又は主任技術者及

締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、本市との連絡体制が確保されると

ける常駐を要しないものとする。

認めた場合には、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人の工事現場にお

び現場代理人についても同様とする。）また、工事現場における運営、取

１ 工事に伴い障害物等が発見されたときは速やかに監督員に報告し協議の

（夏期は午後　　時迄）

作業については日曜、祝日、第２、４土曜日、年末年始並びに盆休みは作業

４ 地元協議がある場合はその内容を理解し尊重する。

とする。

２ 工事現場周辺の道路は、常時清掃すること。

５ 工事に伴う官公署その他の関係機関への諸手続等の費用は､受注者の負担

上施工する。

を中止する。(但し､やむを得ない場合は市監督員と協議を行う｡）

　受注者は契約後１４日以内に法定福利費を明示した「請負代金内訳書」

を監督員に提出し、確認を受けること。

　受注者は墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、労働安

全衛生規則に基づき、墜落制止用器具を使用させる等墜落による労働者の

危険を防止するための措置を講じること。

　2022年1月2日以降使用する墜落制止用器具は、原則としてフルハーネス

墜落制止用器具のうちフルハーネス型のものを用いて作業（※ロープ高所

作業に係る業務を除く。）を行う者は、労働安全衛生規則及び安全衛生特

別教育規程に基づく特別教育を受講すること。

型とし、「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」（平成

30年6月22日付け基発0622第2号）の規定に従い、器具を適切に使用する

こと。

　高さが２m以上の箇所で、作業床を設けることが困難なところにおいて、

　同一場所で別契約の関連工事が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法

に基づく統括安全衛生管理義務者の指名を受けたときは、同法に基づく必要な

措置を講ずること。

【また、その他の関連工事請負業者は統括安全衛生管理義務者と協力とし、

工事全体の災害及び事故の防止に努めること。】

令和　年　月　日までに、完成前の総合試運転調整を行うにあたり、関連工事

　本工事は概成工期設定工事である。

を含めた各工事が支障のない状態まで完了させること。

工事に先立ち仮設計画図を作成の上監督職員の承諾を得ること。

※敷地内　　・敷地外

４ 工事用電力

　水道引込

本工事に必要な工事用電力及び水等の費用は受注者の負担とする。

種別　・ １号(１０m2程度) ・ ２号(２０m2程度) ・ ３号(３５m2程度）

　　　・ ４号(６５m2程度) ・ ５号(１００m2程度)

・工事用電力　　　構内既存の施設　※ 利用できない

・工事用水　　　　構内既存の施設　※ 利用できない

　大阪府公安委員会告示(平成27年11月2日第123号)を遵守すること。

先行専用足場方式により行うこと。

　足場を設ける場合は、「「手すり先行工法に関するガイドライン」につ

いて」（厚生労働省　基発第0424001号　平成21年4月24日）の「手すり先

行工法等に関するガイドライン」により、「働きやすい安心感のある足場

に関する基準」に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場と

の組立て等に関する基準」の２の（２）手すり据置方式又は（３）手すり

し、足場の組立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場

　仮設給水の引き込みは、工事着手前に本市上下水道局と事前協議を行い、

仮設給水申請書を提出のこと（加入金は受注者の負担とする）

５ 仮囲い　　　　　 

６ 安全対策　　　　 

７ 工事用表示板　　 

８ 仮設足場　　 

安全巡視員（・常駐　　　人　・スポット延　　　人）

３ 山留め　　　　　 

４ 水替え　　　　 

埋戻し及び盛土の材料及び工法

　※標準仕様書　表3.2.1による　　・　

　　・ Ａ種　施工箇所（　　　　　）

　　・ Ｃ種　施工箇所（　　　　　）　土質（　　　　）

　　　　　 　受渡場所（　　　　　）

　　・ Ｄ種　施工箇所（　　　　　）

２ 建設発生土の処理 

１ 試験及び報告書 ・ 杭基礎

　　支持地盤の位置及び土質（基礎ぐいの先端位置含む）

　　試験杭の位置

・ 直接基礎

　　支持地盤の位置及び土質（基礎底部の位置含む）

　　試験堀り（根切り底の状態の確認等）

　　　・ 行わない　　・ 行う　

・ 杭の載荷試験

 　載荷試験の方法

　　　・ 鉛直載荷試験　

　　　　　・ 地盤工学会基準JGS（　　　）による　

　　　　　・ 　

　　　・ 水平載荷試験　

　　　　　・ 　

　　　・ 　

 　試験の位置、本数、載荷荷重

　　　・ 図示による　　　　・　

 　報告書の記載事項

　　　・ 　

・ 地盤の載荷試験

 　載荷試験の方法

　　　平板載荷試験　

　　　・ 　

　・ 地盤工学会基準JGS 1521 による　

 　報告書の記載事項

 　試験の位置、載荷荷重

２ 既製コンクリート杭 種類

　・ 遠心力高強度プレストレストコンクリート杭（ＰＨＣ杭）

　・ プレストレスト鉄筋コンクリート杭（ＰＲＣ杭）

　・ 外殻鋼管付きコンクリート杭（ＳＣ杭）

　　　ＳＣ杭の鋼管材料　・ ＳＫＫ400　　・ ＳＫＫ490

　・　

杭の種類、性能及び曲げ強度区分(種別)、寸法、継手の箇所数等

(N/mm2)
数

支持力

(kN/本)

上

杭

杭

杭

中

下

杭

杭

杭

中

下

試

験

杭

本

杭

　杭先端部形状

　・ セメントミルク工法

　　掘削深さ

　　　・ 図示による　　　　・　

　　杭の支持層への根入れ長さ

　　　・ 図示による　　　　・　

　　杭の水平方向の位置ずれ精度

　　根固め液及び杭周固定液の管理試験

　　　・ 杭径の1／4かつ100mm以下　　　・　

　　　・ 　

　・ 特定埋込杭工法

　　　・ 平成13年国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式で

α＝250を採用できる工法

　　　・ 平成13年国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の

うちα、β、γが以下の値を採用できる工法

α＝（　　）、β＝（　　）、γ＝（　　）

　　　工法

　　　　・ プレボーリング拡大根固め工法

　　　　・ 中堀り拡大根固め工法

　　　　・ 

　・ アーク溶接継手

　 　溶接材料

　　　・ 標準仕様書7.2.5(1)(2)による

　　　・ 

杭頭の処理

　・ 処理しない

　・ 処理する

　　 処理方法（切断に伴う補強方法含む）

　　　・ 図示による　　　　・　

上

上

杭

杭

杭

中

下

杭

杭

杭

中

下

試

験

杭

本

杭

　　　・ 平成13年国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式で

α＝250を採用できる工法

　　　・ 平成13年国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の

うちα、β、γが以下の値を採用できる工法

α＝（　　）、β＝（　　）、γ＝（　　）

　　　工法

　 特定埋込杭工法

　　　　・ 中堀り拡大根固め工法

　・ アーク溶接継手

　 　溶接材料

　　　・ 標準仕様書7.2.5(1)(2)による

　　　・ 

杭頭の処理

　・ 処理しない

　・ 処理する

　　 処理方法（切断に伴う補強方法含む）

　　　・ 図示による　　　　・　

　・ 機械式継手

２

　　　　　・ 地盤工学会基準JGS 1831 による　

　　・ 開放形　　・ 半開放形　　・ 閉そく形　　・　

杭の継手の工法

　・ 機械式継手（継手部に接続金具を用いた方式のもの）

杭の種類　(材料)、寸法、継手等

杭の継手の工法

　 　　　位置等　　・ 図示による　　　・　

種類

種別

コンク
リート

強度

杭長厚さ杭径 継手数 セット 長期設計 備考

(mm) (mm) (mm)

杭径 厚さ 杭長 継手数

(mm) (mm) (mm)

セット

数

長期設計

支持力

(kN/本)

備考
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23 公共事業労務費調査

24 共通費実態調査

25 建退共について

26 工事の下請け及び

　原材料の購入について

27 公共工事特定調達

　 品目の採用について

28 中間技術検査

29 石綿(アスベスト)に

告・掲示

30 現場代理人及び

　技術者の専任の

　期間について

31 施工条件　その他

32 法定福利費について

33 墜落による危険の

防止

34　施工中の安全確保

　　について

35　概成工期について

１ 埋戻し及び盛土　 

３ 鋼杭地業

１ 仮設計画　　　　 

２ 仮設物の設置場所

３ 監督員事務所　　 

備品　※ 机、いす、書棚、黒板、掛時計、寒暖計

　　　※ ゴム長ぐつ、雨がっぱ、保護帽、懐中電灯、フルハーネス、消火器

　　　・ 衣類ロッカー　・ 冷暖房機器　・ 湯沸器

　　　 ・ 掃除具　　　  ・ パソコン　　・　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ 利用できる（※ 有償　・ 無償）

　　　　　　　　　　　　　　　　　・ 利用できる（※ 有償　・ 無償）

・ 別紙１特記仕様書　種別　・ Ａ　・ Ｂ　・ Ｃ　・ Ｄ

・ ガードフェンス H=1,800（頭つなぎ共）　・　

シート張り　・ 有　・ 無

・ メッシュシート（防炎Ⅰ類）　・ 防音シート　・ 防音パネル　・ 朝顔

※ 構外指定場所搬出適切処理（再資源化施設）

・ 構外搬出適切処理　（自由処分）

・ 構内指示の場所に敷き均し

※ 図示

・ 水中ポンプ３インチ程度

　　　※ 標準仕様書4.3.4(6)(コ)による

材料

砂利の厚さ

範囲

　　　・ 基礎下、基礎梁下、土に接するスラブ下、土間コンクリート下

　　　・ 図示による　　　　・　

４ 砂利地業　 

　※ 60mm　　　・ 図示による 　

　②労働安全衛生法に基づく石綿作業主任者技能講習修了者の内石綿等の

　関する調査・報

　　　・ 図示による　　　　・　通路基礎下　１か所

栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

ー ー

堺市建設局道路部道路整備課

　　※ Ｂ種　施工箇所（EV棟基礎、１階躯体一部、通路基礎　）

　　　・ 図示による　　　　・　通路基礎下地耐力確認（平板載荷試験）

　　　・ 　
　　　・ 　

　　　・ 　地耐力条件、50ｋN/ｍ2（長期）以上の確認を行った結果

　　　・ 図示による　　　　・　１ヵ所行なうこと

　　　・ 図示による　　　　・　１ヵ所行なうこと

回転
貫入

318.5 12.7 5350 798.9

回転
貫入

318.5 12.7 5350 798.9

2／61

・ 中間技術検査　　実施回数（　１　）回

３ 作業時間は、原則として午前　９時から午後　６時までとする。

・ 別紙１特記仕様書による。　　　・　堺市土木工事共通仕様書

4

無し

無し

　　　　・ 回転貫入鋼管杭

の内 1

本杭

　　・その他搬入土（購入土）

・ 公共工事間流用

762949
テキストボックス
訂正前

762949
多角形



762949
テキストボックス
訂正後

762949
多角形



電 灯 設 備

動 力 設 備

昇 降 機 設 備

撤 去 工 事

建 築 工 事

建物別及び屋外

工　事　種　目

構　造建物名称 階 数

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

屋　外

項　　　目 特　　　記　　　事　　　項項　　　目 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項項　　　目 項　　　目項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

監理

（注）　

２．常用漢字を使用し書体は角

３．亜鉛鉄板製とし桟木を裏打

　　ちし補強する。

　　と記入する。

地色

日本塗料工業学会
Ｙ１７－７０Ｘ

900

8
0

□□□□□□□□□□□□工事 5
0

2
2
0

9
0

9
0

6
0
0

4
0

3
0

監理　□□□□□□□□□ 4
0

3
8
0

8
5

施工　□□□□□□□□□ 4
0

5
5

地色（白）

取付場所は工事用進入口の見易い所に取り付けること。

○ ○ ○ ○ ○ ○

　　ゴシック黒文字とする。

特　記　仕　様　書　【 昇　降　機　設　備 】

Ⅰ．工事概要

６．特　記　事  項

（下記の内容には、各種機器の取付、接続及び試験調整も含む。

　更に、撤去機材については処分までの一切を含む。）

（注）本工事において委託監理契約が締結されている場合は、監督員を監理員と読み替えるものとする。

０ ２５ ５０ ７５
原寸図

１．工事名称

２．工事場所                                                                          

３．建物概要

４．工事種目（●印のついたものを適用する。）

５．工　事　内  容

Ⅱ．工事仕様書

 １．一般仕様

 （２）　経済産業省「電気設備に関する技術基準を定める省令」並びに一般社団法人日本電気協会「内線規程」のほか、関係法令に基づ

　　　　 き施工する。

 （３）　建築工事を本工事に含む場合は、建築工事はそれぞれの工事仕様書を適用する。　

 ２．特記仕様

（１）一般事項 特記項目において選択する事項は、　●印のついたものを適用する。

 1.

 2.

 3.

 4.

 5.

 6.

 7.

 8.

 9.

10.

11-1.

 施工調査

工事用表示板

安全対策

仮設備

工事用仮設物

足場、さん橋類

工事用電力

水・その他

設備機材等

 （グリーン購入法）

工事の下請け及び原

材料の購入について

化学物質を発散さ

使用制限

せる設備材料等の

発生材の処理等

・本工事施工にあたっては、事前に現場を充分に調査し着工のこと。また、電気、給水及びガス等の供給停止、粉

  じん、ほこり等が発生するおそれのある場合は、事前に監督員及び当該施設管理者と充分に打合せのうえ施工の

  こと。

・実施工程表及び施工計画書作成のための施工計画調査及び施工に先立った事前調査を行い監督員に報告する。

  なお、調査項目、調査範囲及び調査方法は、監督員との協議による。

・安全巡視員　（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・交通誘導員Ａ（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・交通誘導員Ｂ（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・工事進入路及び周辺道路においては、工事関係車両は徐行運転を行い、より一層安全運転に努めること。

・仮設備項目（○受変電　　　　　○発電機　　　　　○給水ポンプ　　　○排水ポンプ　　　○　　　　　　）

・仮設期間  （○図面による      ○                ）

　担とする。

・受変電設備（新築に限る）を新設する場合、受電後、引渡しまでの電気基本料金（受電設備全部分）、電気使用

　料金（施工業者使用分）並びに電気保安業務における費用も本工事に含むものとする。

・図面中の ｸﾞ 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（以下、「グリーン購入法」という。

　）の特定調達物品を示す。

・堺市グリーン調達基本方針による「堺市グリーン調達方針」（最新年度による）に基づき、公共工事特定調達品

  目を監督員と協議の上、本工事にて極力採用すること。

・工事の一部を下請けさせる場合及び原材料を購入する際は、地元産業の振興と市内業者育成のため、市内業者へ

  発注するよう努めること。

・本工事で使用する設備材料等は、設計図書で規程する所要の品質及び性能を有するものとする。なお、原則とし

  てホルムアルデヒドが発散しない規制対象外のものとして下記（１）を使用するが、該当する材料等がない場合

  は、第３種のものとして下記（２）を使用する。なお、詳細については、関係法令を参照のこと。

  （１）ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品及び「非ホルムアルデヒド系」等の表示にあるＪＡＳ規格品とする。

・発生材等（建設副産物）の処理は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」 ｢建設工事に係る資材の再資源化等

  に関する法律｣ ｢資源の有効な利用の促進に関する法律｣ ｢建設副産物適正処理推進要綱」その他関係法令を遵守

  して行うこと。

・元請業者は、当該工事に伴って生じた全ての建設廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。

・すべて受注者の負担とし、構内につくることが（　●できる。　　〇できない。）

・本工事に必要な工事用電力、水、ガス等の費用及び官公署その他の関係機関への諸手続等の費用は、受注者の負

・元請業者が収集運搬及び処分を委託する場合は、元請業者と収集運搬業者との間の契約及び元請業者と処分業者

　との２者間契約を締結し、事前に許可証の写しを監督員に提出すること。尚、収集運搬及び処分は元請業者の責

  （２）国土交通省告示１１１５号（平成１４年１２月２６日）で示されているもの。

図面名称

Ａ３縮尺

図面番号

Ａ１縮尺 ー

工事名称

ー

昇降機設備工事　特記仕様書（１）

発注

１．発注監理が同一の場合は

消防法施行令

別表第一
備　考

・本工事に使用する機材は、（一社）公共建築協会「設備機材等評価名簿」または、「建設物価」「積算資料」等

　の刊行物掲載製作所から選定するものとし、別途指定する書面にて監督員の承諾を受けるものとする。

・本工事における特定建設資材廃棄物の再資源化等を行う施設及び建設発生土処分地については、下記による。

特定建設資材廃棄物の

コンクリートガラ

アスファルトガラ

木　　材

建設発生土

施　設　の　名　称 　所　　在　　地

〇

〇

〇

積算区分

下請時の

種　　　類

　要する費用等の定める事項は、契約締結時に発注者と受注者の間で確認されるものであるため、発注者が積算上

　た事情により、予定した条件により難い場合は、監督員と協議するものとする。

　条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。ただし、工事発注後に明らかになっ

・特定建設資材の分別解体等・再資源化については、以下の条件を設定しているが、請負代金額のうち解体工事に

　に選別しリサイクル等再資源化を図るものとする。

・発生材等（建設副産物）の処理は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」を遵守し、その種類ごと

の適用について

設リサイクル法」）

関する法律」（「建

資材の再資源化等に

「建設工事に係る11-2

□  手作業その他の工事6､その他

建築設備・内装等の工事5､建築設備

□  手作業屋根の工事4､屋根

□  手作業上部構造部分・外装の工事3､上部構造部

□  手作業基礎・基礎ぐいの工事2､基礎・基礎

□  手作業造成等の工事1､造成等　

１、分別解体等の方法

（注２）　工程内で部位毎に分別解体方法が異なる場合は、部位毎に特記する。

（注１）　適用となる事項の □ にチェックする。

工
 
程
 
ご
 
と
 
の
 
作
 
業
 
内
 
容
 
及
 
び
 
解
 
体
 
方
 
法

工程 作業内容 分別解体等の方法

□  手作業・機械作業の併用

　ぐい □  手作業・機械作業の併用

　分・外装 □  手作業・機械作業の併用

□ 手作業・機械作業の併用

　・内装等 □ 手作業・機械作業の併用

（　　　） □  手作業・機械作業の併用

本工事での特別管理

  種類：○アスベスト含有建材等    ○　　　　　　　  ○　　　　　　　  ○産業廃棄物等

　（アスベスト処理） ・工事箇所にアスベストを含む材料が使用されている場合は、「大気汚染防止法」「大阪府生活環境の保全等に関

　する条例」及び関係法令に基づき適切な処理を行うこと。

　（その他の処理） ・上記以外の有害物質の処理については、監督員と協議を行うこと。

あと施工アンカー

　施工後確認試験：特記なき場合、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築改修工事標準仕様書（建築工事

　　　　　　　　　編）による。

施工条件 ・作業については日曜・祝日・第２・４土曜日及び年末年始並びに盆休みは行わない。（但し、やむを得ない場

　合は監督員と協議を行うものとする。）

・施工時間は原則として、午前８時から午後６時までとする。

・地元協議による条件が発生した場合は、その施工条件を尊重すること。

12.

13.

14.

施工体制台帳及び ・発注者から直接請け負った公共工事を施工するために下請契約を締結した時は、下請金額にかかわらず施工体制

　台帳を作成し、写しを発注者に提出すること。

・施工体制台帳を作成した建設業者は、当該建設工事の係わるすべての建設業者名、技術者名簿を記載し工事現場

  における施工の分担関係を明示した施工体系図を作成し、現場及び公衆の見易い場所に掲げること。

・施工体系図の記載事項等に変更があったときは、その都度、速やかに施工体系図を変更しなければならない。

　施工体制台帳及び施工体系図の作成等に関しては、建設業法及び公共工事入札契約適正化法の定めに従うものと

　においても、記載すべき下請負人の対象として扱うこと。また、受注者は、すべての下請負人が記載された施工

　体系図の写しを監督員に提出しなければならない。また、施工体系図の記載事項等に変更があったときは、その

　都度、変更された施工体系図の写しを速やかに監督員に提出しなければならない。

・受注者は、監督員等から公共工事の施工の技術上の管理をつかさどる者の設置の状況その他の工事現場の施工

　体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときは、これを受けることを拒んでは

　ならない。

　するほか、施工体系図では、建設工事だけでなく建設工事以外を請け負う下請負人（産業廃棄物及び警備業者等）

　

（　　　　　　）

官公署その他への

手続き

　工事施工に必要な官公署その他への手続きは、標準仕様書第１編第１章第１節１．１．３並びに改修標準仕様書

　第１編第１章第１節１．１．３による。

工事実績データーの

作成・登録について

・請負者は、受注時及び竣工時において請負代金額が５００万円以上の工事については、コリンズ（工事実績情報

　システム）に基づき、実績登録用データを作成し、監督員の確認を受けた後に、一般財団法人日本建設情報総合

　ない。また、設計変更時（工期変更、請負代金額変更）及び技術者の変更時には、同様の変更登録をしなければ

　なければならない。

　ならない。いずれの場合も登録事由発生時から１０日以内(土･日曜日、祝日及び年末年始の休日を除く)に登録し

　センター(JACIC)に登録しなければならない。登録後は「登録内容確認書」を直ちに監督員に提出しなければなら

　者等の就業状況を適切に把握し、これに基づく履行状況について、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を

　また、建退共制度対象労働者を雇用した場合については、建設キャリアアップシステムの活用等により技能労働

　契約締結後４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。

　「建退共掛金収納書届」を工事請負契約締結後原則１ケ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負

・受注者は、建設業退職金共済制度（以下「建退共」）の主旨を理解し、建退共に該当する場合は同制度に加入し、

制度の履行

建設業退職金共済

　こと。

・受注者は、工事用掲示板付近の見易いところに「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を掲示する

　作成し、監督員に提示しなければならない。

15.

16.

17.

18.

（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）の場合）

火災保険について ・本工事において、部分払いを請求する際には、工事出来高部分に対し火災保険を次のとおり付すこと。

　また、保険契約締結後、速やかにその証券を堺市長に提出すること。

    被保険者：堺市長  、 保険期間：工期プラス１ヶ月 、 保険金額：部分払いするときの出来高金額以上　　

・なお、建設工事保険、組立保険等の総合保険に加入している場合は、保険証の写しと、火災保険の受取りを堺市

　長とした保険会社発行の証明書を提出すること。

その他の保険につい

て

・本工事の施工にあたり、目的に応じて次の保険を付すること。

　　第三者に与えた損害の補償    ：請負業者賠償責任保険

　  従業員が受けた身体障害の補償：法定外労災補償（建設共済）又は労働災害総合保険

危険の防止

墜落による ・受注者は墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、労働安全衛生規則に基づき、墜落制止用器具を

　使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じること。

　高さが2m以上の箇所で、作業床を設けることが困難なところにおいて、墜落制止用器具のうちフルハーネス型の

　ものを用いて作業（※ロープ高所作業に係る業務を除く。）を行う者は、労働安全衛生規則及び安全衛生特別教

　育規程に基づく特別教育を受講すること。

　統括安全衛生管理義務者と協力し、工事全体の災害及び事故の防止に努めること。

　義務者の指名を受けたときは、同法に基づく必要な措置を講ずること。また、その他の関連工事請負業者は

施工中の安全確保

作成について

・同一場所で別契約の関連工事が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法に基づく統括安全衛生管理

について

施工体系の義務化

19.

20.

21.

22.

23.

　使用する墜落制止用器具は、原則としてフルハーネス型とし、「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイド

　ライン」（平成30年6月22日付け基発0622第2号）の規定に従い、器具を適切に使用すること。

中間技術検査

法定福利費について

・中間技術検査は、公共工事の品質向上を図るため、工事完成時に不可視となる部分や施工上重要な段階等におい

　て、施工中に検査を行うものである。

・受注者は契約後、１４日以内に法定福利費を明示した「請負代金内訳書」を監督員に提出し、確認を受けること。24.

25.

　　

工事写真 ・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の営繕工事写真撮影要領（平成３１年版）・同解説「工事写真 の撮り方

　建築設備編」による。

デジタル工事写真の

小黒板情報電子化 　の承諾を受けること。

　デジタル工事写真の小黒板情報電子化で使用可能な対象機器及び小黒板情報の電子的記入方法・取扱い・写真の

　納品等については「デジタル工事写真の小黒板情報電子化について」（堺市建築部ＨＰ掲載）によるものとする。

・受注者はデジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「小黒板情報電子化承諾願い」を提出し、監督員 

26.

27.

完成図等

　すること。又、完成図原図も提出すること。

・施設毎に機器完成図をＡ４版チューブファイル（表紙文字印刷）を２部提出すること。

・保全に関する資料(施設管理者が保守を行っていく上で必要な事項をまとめたもの)として、工事完成後、建物と

　ともに以下の資料を管理者に引渡しを行う。

・施設毎に完成図を作成し、製本図面（完成図原図をＡ２に縮小しＡ３版背貼製本（表紙文字印刷））を２部提出28.

　　　・主要資材一覧表（名称・規格・数量・メーカー等）　　・物品引渡書

　　　・装置、機器の取扱い説明書　　　　　　　　　　　　　・運転指導（資料に基づく説明も行う。）

　　　・主要機器の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　・官公署届出書類控、検査済証

　　　・その他保守上に必要な図書等

電子データの提出等

提出用保管箱

著作権等

公共事業労務費調査

・最終提出書類は、書類保管箱（ダンボール製やプラスチックケース等）に納め提出のこと。　

・本工事にて取得する施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲するものとする。

・本工事が公共事業労務費調査の対象工事に選定された場合は、本調査の趣旨を理解し協力すること。

  なお、下請負人等についても本調査の趣旨を周知し協力するよう指導すること。

・完成図をTIFFデ－タ－に変換し、目次をEXCELデ－タ－にて作成し、CD-RまたはCD-RWにて提出のこと。29.

30.

31.

32.

35.

34.

33.引渡し及び管理責任 ・完成検査に合格したときは、書類を添えて引渡しを行うこと。なお、工事完成後引渡しまでは、受注者にて管理

  別計量器がある場合は最終読取値を一覧表にして、監督員に提出すること。

・引渡し物品一式を、監督員の指示により所定の場所に整理し、書類を添えて施設管理者に引渡すこと。なお、個

  上の責任をもつこと。

　　　それがあると認めるときは、受注者が（１）に定める報告及び届出又は（２）に定める報告及び指導を行っ

（４）本市は、受注者又は下請負人等が不当介入を受けたことによりこの契約の履行について遅延等が発生するお

（３）本市は、受注者が本市に対し、（１）及び（２）に定める報告をしなかったときは、堺市暴力団排除条例に

（２）受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者から不当介入を受けたときは、直ちに本市に報告す

　　　社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けたときは、

（１）受注者は、この契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団密接関係者から、暴力団を利することとなるような

　　　また、受注者は、下請負人等がいる場合には、これらの者から暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓

（１）受注者は、堺市暴力団排除条例第８条第２項に規定する暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を

　日中央建設業審議会勧告）又は同契約約款に準拠した内容を持つ下請契約書に、本市の契約約款に準じた暴力団

・受注者は、下請負人等との下請契約等の締結に当たっては、建設工事標準下請負契約約款（昭和５２年４月２６

（２）これらの事実が確認された場合、本市は受注者に対し、当該下請負人等との下請契約等の解除を求めること

　　　要件に該当する者を、下請負人等（再委任以降のすべての受任者、一次及び二次下請以降すべての下請負人

（１）受注者は、堺市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外を受けた者又は同要綱別表に掲げる措置

　かつ、本市との連絡体制が確保されると認めた場合には、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人の工事現場

　び現場代理人についても同様とする。）。また、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、

　められている最新の監理技術者制度運用マニュアルによるものとする（専任以外の監理技術者又は主任技術者及

・監理技術者又は主任技術者の工事現場への専任期間及び専任を要しない期間については、国土交通省において定

の専任期間等

現場代理人・技術者

　における常駐を要しないものとする。

　　　本市に提出しなければならない。

３ 誓約書の提出について

　排除条項を加えることとする。

２ 下請契約等の締結について

　　　ができる。

　　　並びに資材、原材料の購入契約その他契約の相手方を含む。以下同じ。）としてはならない。

１ 入札参加除外者を下請負人等とすることの禁止

について

暴力団等の排除

　　　た場合に限り、必要に応じて履行期間の延長等の措置をとるものとする。

　　　基づく公表及び入札参加停止を行うことができる。

　　　るとともに、当該下請負人等に対して、警察に届け出るよう指導しなければならない。

　　　直ちに本市に報告するとともに、警察に届け出なければならない。

４ 不当介入に対する措置

（２）本市は、受注者及び下請負人等が当該誓約書を提出しない場合は、入札参加停止を行うことができる。

　　　ただし、本市が必要でないと判断した場合は、この限りではない。

　　　約書を徴収して、本市へ提出しなければならない。

　任においてマニフェストシステムにより適正に行うこと。

施工図等の

　調整の上、十分検討すること。

・施工図等の作成にあたり、別契約を含む施工上密接に関連する工事との納まり等について、当該工事関係者と

　なお、受け入れ条件等により提示する施設と異なる場合においては、監督員と協議するものとする。

・原則、建設発生土の搬出先については、上記の処理施設とする。

 （１）　図面、特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編）

　　　（令和４年版)及び公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)(令和４年版)並びに公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

　　　（令和４年版）による。（参考資料：機械設備工事監理指針（令和４年版））

＜２０２３.４＞新営・改修編　

昇降機棟 ＲＣ・Ｓ造 ３

●

昇 降 機 設 備 本工事は昇降機の設置及び調整の一切を行う。

発注　堺市建設局道路部　

□ 有　　　　□ 無

□  有　　　　□ 無

□  有　　　　□ 無

□ 有　　　　□ 無

□  手作業

□ 有　　　　□ 無

□  有　　　　□ 無

栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

堺市建設局道路部道路整備課

堺市建設局道路部

昇降機棟

・●別契約を含む関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。　　○本工事で設置とする。

・下請時の積算区分については　●：本工事で計上　〇：元請工事で計上とする。

　　（　本工事は、　○適用する　　○適用しない　　●元請けの適用区分による　）

　性能確認試験　：○行う　      　　　　 ●行わない

・本工事で撤去等の作業を行う特別管理産業廃棄物等（○有    ●無し）  

25／61　

・設計図書の優先順位

　設計図書に相違がある場合、設計図書の優先順位は下記による

　1.質疑回答書

　2.現場及び机上説明書

　3.特記仕様書

　4.図面

　5.標準仕様書

　現場説明書とは、工事記録等現場での協議録を示す。

〇

　　本工事は、中間技術検査の　　○対象　　○対象外　　●元請けの適用区分による

栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

堺市南区桃山台２丁地内

762949
テキストボックス
訂正前

762949
多角形



762949
テキストボックス
訂正後

762949
多角形



構 内 通 信 線 路

Ⅰ．工事概要

２．工事場所

１．工事名称

３．建物概要

建物名称 構　造 階 数

項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

Ⅱ．工事仕様書 （注）本工事において委託監理契約が締結されている場合は、監督員を監理員と読み替えるものとする。

１．一般仕様

２．特記仕様

（１）一般事項

・本工事施工にあたっては、事前に現場を充分に調査し着工のこと。また、電気、給水及びガス等の供給停止、粉

  じん、ほこり等が発生するおそれのある場合は、事前に監督員及び当該施設管理者と充分に打合せのうえ施工の

  こと。

・実施工程表及び施工計画書作成のための施工計画調査及び施工に先立った事前調査を行い監督員に報告する。

  なお、調査項目、調査範囲及び調査方法は、監督員との協議による。

 1.施工調査

 2.工事用表示板

 3.道路交通の安全対策

 4.安全対策 ・安全巡視員　（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・交通誘導員Ａ（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・交通誘導員Ｂ（警備会社による） ○常駐    人        ○スポット延べ    人

・工事進入路及び周辺道路においては、工事関係車両は徐行運転を行い、より一層安全運転に努めること。

 5.仮設備 ・仮設備項目（○受変電　　　　　○発電機　　　　　○給水ポンプ　　　○排水ポンプ　　　○　　　　　　）

・仮設期間  （○図面による      ○                ）

　担とする。

・受変電設備（新築に限る）を新設する場合、受電後、引渡しまでの電気基本料金（受電設備全部分）、電気使用

　料金（施工業者使用分）並びに電気保安業務における費用も本工事に含むものとする。

 6.

 7.

工事用仮設物

足場、さん橋類

 8.

水・その他

工事用電力

 9.設備機材等

　（グリーン購入法） ・図面中の ｸﾞ 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（以下、「グリーン購入法」という。

　）の特定調達物品を示す。

・堺市グリーン調達基本方針による「堺市グリーン調達方針」（最新年度による）に基づき、公共工事特定調達品

  目を監督員と協議の上、本工事にて極力採用すること。

10.工事の下請け及び原

材料の購入について

・工事の一部を下請けさせる場合及び原材料を購入する際は、地元産業の振興と市内業者育成のため、市内業者へ

  発注するよう努めること。

・本工事で使用する設備材料等は、設計図書で規程する所要の品質及び性能を有するものとする。なお、原則とし

  てホルムアルデヒドが発散しない規制対象外のものとして下記（１）を使用するが、該当する材料等がない場合

  は、第３種のものとして下記（２）を使用する。なお、詳細については、関係法令を参照のこと。

  （１）ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆規格品及び「非ホルムアルデヒド系」等の表示にあるＪＡＳ規格品とする。

11.化学物質を発散さ

せる設備材料等の

使用制限

・発生材等（建設副産物）の処理は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」 ｢建設工事に係る資材の再資源化等

  に関する法律｣ ｢資源の有効な利用の促進に関する法律｣ ｢建設副産物適正処理推進要綱」その他関係法令を遵守

  して行うこと。

項　　　目 特　　　記　　　事　　　項 項　　　目 特　　　記　　　事　　　項

監理

（注）　

２．常用漢字を使用し書体は角

３．亜鉛鉄板製とし桟木を裏打

　　ちし補強する。

　　と記入する。

地色

日本塗料工業学会

Ｙ１７－７０Ｘ

900

8
0

□□□□□□□□□□□□工事 5
0

2
2
0

9
0

9
0

6
0
0

4
0

3
0

監理　□□□□□□□□□ 4
0

3
8
0

8
5

施工　□□□□□□□□□ 4
0

5
5

地色（白）

取付場所は工事用進入口の見易い所に取り付けること。

　　ゴシック黒文字とする。

12-1.発生材の処理等

・本工事における特定建設資材廃棄物の再資源化等を行う施設及び建設発生土処分地については、下記による。

特記項目において選択する事項は、　●印のついたものを適用する。

・本工事に必要な工事用電力、水、ガス等の費用及び官公署その他の関係機関への諸手続等の費用は、受注者の負

・元請業者は、当該工事に伴って生じた全ての建設廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。

・元請業者が収集運搬及び処分を委託する場合は、元請業者と収集運搬業者との間の契約及び元請業者と処分業者

　との２者間契約を締結し、事前に許可証の写しを監督員に提出すること。尚、収集運搬及び処分は元請業者の責

・すべて受注者の負担とし、構内につくることが（　●できる。　　〇できない。）

  （２）国土交通省告示１１１５号（平成１４年１２月２６日）で示されているもの。

記載する。株式会社

工事用車両幕に記載する工事名、「工事用車両」、受注者名、発注者名の字体は、ＭＳＰゴシックとする。

工　事　用　車　両

○○○○・○○・○ＪＶ

○○○○○○○○○○○○○工事

（第一工区）工事 工事名が一段で入
りきらない場合は、
二段で記載する。

受注者名は、一段に

は㈱と記載する。
建設工事共同企業体
は、ＪＶと記載する。

発注者名は、局名を
記載しない。

地色（白）

地色（堺市ブルー）
シアン　：１００％
マゼンタ：　４６％
イエロー：　１０％

１文字の大きさは
６５ｍｍ程度

６０ｍｍ程度

１文字の大きさは
４０ｍｍ程度

１文字の大きさは

１文字の大きさは
３５ｍｍ程度

（白文字）

（黒文字）

（黒文字）

（黒文字）

800

20
0

1
00

1
2
0

12
0

54
0

【工事用車両幕の仕様】

・寸　　法：縦５４０ｍｍ×横８００ｍｍ程度

・材　　質：ターポリン

・表示内容：工事名称、受注者名、発注部署名

・装着枚数：１枚

・装着場所：ダンプトラックの前面

・取付方法：工事用車両幕の四隅とダンプトラックの４カ所を紐で結ぶ

・そ の 他：工事用車両幕の四隅にハトメ（紐穴）を取付ける

・１０ｔ級以上のダンプトラック（土砂・ガラ等の搬出車、アスファルト合材・砕石等の搬入車すべて対象）に

・●別契約を含む関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。　　○本工事で設置とする。

１．発注監理が同一の場合は

発注

０ ２５ ５０ ７５
原寸図

図面名称

Ａ３縮尺

図面番号

Ａ１縮尺 ー

工事名称

ー

・発生材等（建設副産物）の処理は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」を遵守し、その種類ごと

　に選別しリサイクル等再資源化を図るものとする。

・特定建設資材の分別解体等・再資源化については、以下の条件を設定しているが、請負代金額のうち解体工事に

　条件明示した以下の事項と別の方法であった場合でも変更の対象としない。ただし、工事発注後に明らかになっ

　た事情により、予定した条件により難い場合は、監督員と協議するものとする。

（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）の場合）

12-2.「建設工事に係る

資材の再資源化等に

関する法律」（「建

設リサイクル法」）

の適用について

　要する費用等の定める事項は、契約締結時に発注者と受注者の間で確認されるものであるため、発注者が積算上

１、分別解体等の方法

工
 
程
 
ご
 
と
 
の
 
作
 業
 
内
 
容
 
及
 
び
 
解
 体
 方
 
法

（注１）　適用となる事項の □ にチェックする。

（注２）　工程内で部位毎に分別解体方法が異なる場合は、部位毎に特記する。

工程 作業内容 分別解体等の方法

1､造成等　 造成等の工事 □ 手作業

□ 手作業・機械作業の併用

2､基礎・基礎 基礎・基礎ぐいの工事 □ 手作業

□ 手作業・機械作業の併用　ぐい

3､上部構造部 上部構造部分・外装の工事 □ 手作業

□ 手作業・機械作業の併用　分・外装

4､屋根 屋根の工事 □ 手作業

□ 手作業・機械作業の併用

5､建築設備 建築設備・内装等の工事

□ 手作業・機械作業の併用　・内装等

6､その他 その他の工事 □ 手作業

（　　　） □ 手作業・機械作業の併用

本工事での特別管理

産業廃棄物等   種類：○アスベスト含有建材等  ○PCB含有機器    ○蛍光ランプ処理   ○フロン類等の処理  ○

（アスベスト処理） ・工事箇所にアスベストを含む材料が使用されている場合は、「大気汚染防止法」「大阪府生活環境の保全等に関

　する条例」及び関係法令に基づき適切な処理を行うこと。

（PCB処理） ・本工事で撤去する機器については、事前にPCB（微量PCB含む）含有の有無を全数調査し、監督員に報告のこと。

　また、変圧器及びコンデンサ等の機器については、PCB含有の有無を専門機関にて下記のとおり行う。

　（ ○本工事にて分析し報告書を監督員に提出。    ○分析済み。）

・PCB含有が認められなかった場合は、関係法令に基づき産業廃棄物として適切な処理を行うこと。

・PCB含有が認められた場合は、PCBが飛散、流失及び地下への浸透等が無いように適当な容器に納め保管すること。

　監督員指定場所：（ ○現況場所に保管。   ○構内指定場所に保管。   ○構外搬出し指定場所に保管。）

（蛍光ランプ処理） ・蛍光ランプ及び水銀灯については、場外に搬出し専門処理施設にて再資源化を図るものとする。

（イオン化式感知器） ・放射性物質を含むイオン化式感知器は、製造業者又は販売業者にて回収するものとする。

（フロン類等の処理） ・フロン系冷媒は、「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」「特定家庭用機器再商品化法」に

　より処理すること。

・吸収式冷凍機等の臭化リチウム溶液等は、回収装置により回収し適正な処理を行うこと。

・ブライン液は専門業者等により回収し適正に処理を行うこと。

・鉛蓄電池の電解液及びアルカリ蓄電池の電解液は、製造業者又は販売業者にて回収、又は関係法令等に従い回収

  し、中間処理施設で中和処理等を行うこと。

（六ふっ化硫黄ガス） ・ガス絶縁開閉器、ガス絶縁変圧器等、受変電機器に含まれる六ふっ化硫黄（ＳＦ６）ガスは、製造業者又はガス

  回収業者にて回収し、再使用又は再資源化を図るものとする。

（その他の処理） ・上記以外の有害物質の処理については、監督員と協議を行うこと。

建設発生土の処分

・本工事における建設発生土の処分地名称については、（１）一般事項12-1「発生材の処理等」に記載の表による。

埋戻し ・コンクリート管以外の埋設配管は、管の下部50mm（排水管については100mm）から上部100mm以上の範囲を

障害物発見時の処置 ・工事に伴い障害物等が発見された場合は、速やかに監督員に報告し協議の上、施工すること。

騒音、振動の防止 ・「低騒音型、低振動型　建設機械指定要領」に基づき指定された建設機械を使用し、また、「建設機械に関す

　る技術指針」に定められた排出ガス対策型建設機械を使用する。

・騒音・振動が発生する工事については、関連法規を遵守し行うこと。なお、２日以上にわたる作業を行う場合

　は、特定建設作業の届出を行うこと。

耐震施工 ・設備機器の固定は、「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版」により、耐震強度計算書を監督員に提出し、

　承諾を受けるものとする。尚、設計用水平地震力、設計用鉛直地震力は下記による。

設計用水平震度                      （注）（   　）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。

１階及び地下階
水槽類

機  器

1.5

1.0(1.0)

　○ 一般施設（乙類）○特定の施設（○甲類・○乙類）

1.0

0.6(1.0)

1.0

0.6(1.0)

0.6

0.4(0.6)

0.6

0.6(1.0)

1.0

1.0(1.5)

1.0

1.0(1.5)

1.5

1.5(1.5)

水槽類
中  間  階

機  器

1.01.51.52.0水槽類
上層階・屋上・塔屋

1.0(1.5)1.5(2.0)1.5(2.0)2.0(2.0)機  器

一般機器重要機器一般機器重要機器
機器種別設 置 場 所

重要機器（水槽類）は、図面特記による。（水槽類にはオイルタンク等を含む）

（１）設計用水平地震力（設計用水平地震力は、機器の重量に、次に示す設計用水平震度を乗じたものとする。）

（２）設計用鉛直地震力：設計用鉛直地震力は設計用水平地震力の１／２とする。

（３）上層階の定義は、下記による。

　　　６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建

　　　以上は上層４階

（４）給湯設備の転倒防止措置

　　　満水時の質量が１５ｋｇを超える給湯設備は、平成２４年国土交通省告示第１４４７号に適合する転倒防

　　　止措置を行うこと。

あと施工アンカー

　・引張試験機による引張試験については、次による。

　（２）試験方法は、確認強度まであと施工アンカーを引張るものとする。また、判定基準は、確認強度を有する

　　　　場合を合格とする。

　（３）確認強度については、監督員と協議を行い決定する。

　（４）不合格となった場合については、不合格の発生原因を調査するとともに、必要な改善措置を定め、監督員

　　　　の承認を受ける。

風圧力に対する性能 ・建築基準法施行令第８７条に定めるところによる風圧力（耐風力）検討計算書を監督員に提出すること。

  なお、検討範囲にはそれぞれの取付部分を含めるものとする。　○太陽光発電設備　○雷保護設備　〇ポール

　（１）試験本数については、アンカー種類・径、施工本数、施工場所、施工時間等を総合的に検討し、監督員と

　　　　協議を行い決定する。

13.

14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

施工条件 ・作業については日曜・祝日・第２・４土曜日及び年末年始並びに盆休みは行わない。（但し、やむを得ない場

　合は監督員と協議を行うものとする。）

・地元協議による条件が発生した場合は、その施工条件を尊重すること。

21.

官公署その他への

手続き

・工事施工に必要な官公署その他への手続きは、標準仕様書第１編第１章第１節１．１．３並びに改修標準仕様書

　第１編第１章第１節１．１．３による。

・受注者は、受注時及び竣工時において請負代金額が５００万円以上の工事については、コリンズ（工事実績情報

　システム）に基づき、実績登録用データを作成し、監督員の確認を受けた後に、一般財団法人日本建設情報総合

　センター(JACIC)に登録しなければならない。登録後は「登録内容確認書」を直ちに監督員に提出しなければなら

　ない。また、設計変更時（工期変更、請負代金額変更）及び技術者の変更時には、同様の変更登録をしなければ

作成・登録について

工事実績データーの

　なければならない。

　ならない。いずれの場合も登録事由発生時から１０日以内(土･日曜日、祝日及び年末年始の休日を除く)に登録し

制度の履行

建設業退職金共済 ・受注者は、建設業退職金共済制度（以下「建退共」）の主旨を理解し、建退共に該当する場合は同制度に加入し、

　「建退共掛金収納書届」を工事請負契約締結後原則１ケ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負

　契約締結後４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。

　者等の就業状況を適切に把握し、これに基づく履行状況について、工事完成後、速やかに掛金充当実績総括表を

　また、建退共制度対象労働者を雇用した場合については、建設キャリアアップシステムの活用等により技能労働

　こと。

・受注者は、工事用掲示板付近の見易いところに「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場」の標識を掲示する

　作成し、監督員に提示しなければならない。

　

・発注者から直接請け負った公共工事を施工するために下請契約を締結した時は、下請金額にかかわらず施工体制

　台帳を作成し、写しを発注者に提出すること。施工体系の義務化

施工体制台帳及び

・施工体制台帳を作成した建設業者は、当該建設工事の係わるすべての建設業者名、技術者名簿を記載し工事現場

  における施工の分担関係を明示した施工体系図を作成し、現場及び公衆の見易い場所に掲げること。

・施工体系図の記載事項等に変更があったときは、その都度、速やかに施工体系図を変更しなければならない。

　施工体制台帳及び施工体系図の作成等に関しては、建設業法及び公共工事入札契約適正化法の定めに従うものと

　においても、記載すべき下請負人の対象として扱うこと。また、受注者は、すべての下請負人が記載された施工

　体系図の写しを監督員に提出しなければならない。また、施工体系図の記載事項等に変更があったときは、その

　都度、変更された施工体系図の写しを速やかに監督員に提出しなければならない。

・受注者は、監督員等から公共工事の施工の技術上の管理をつかさどる者の設置の状況その他の工事現場の施工

　体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときは、これを受けることを拒んでは

　ならない。

22.

23.

24.

25.

　するほか、施工体系図では、建設工事だけでなく建設工事以外を請け負う下請負人（産業廃棄物及び警備業者等）

・本工事に使用する機材は、（一社）公共建築協会「設備機材等評価名簿」または、「建設物価」「積算資料」等

　の刊行物掲載製作所から選定するものとし、別途指定する書面にて監督員の承諾を受けるものとする。

26.

作成について

消防法施行令

別表第一
備　考

特定建設資材廃棄物の

コンクリートガラ

アスファルトガラ

木　　材

建設発生土

施　設　の　名　称 　所　　在　　地

〇

〇

〇

積算区分

下請時の

種　　　類

１ 入札参加除外者を下請負人等とすることの禁止

（１）受注者は、堺市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外を受けた者又は同要綱別表に掲げる措置

　　　要件に該当する者を、下請負人等（再委任以降のすべての受任者、一次及び二次下請以降すべての下請負人

　　　並びに資材、原材料の購入契約その他契約の相手方を含む。以下同じ。）としてはならない。

（２）これらの事実が確認された場合、本市は受注者に対し、当該下請負人等との下請契約等の解除を求めること

　　　ができる。

２ 下請契約等の締結について

・受注者は、下請負人等との下請契約等の締結に当たっては、建設工事標準下請負契約約款（昭和５２年４月２６

　日中央建設業審議会勧告）又は同契約約款に準拠した内容を持つ下請契約書に、本市の契約約款に準じた暴力団

　排除条項を加えることとする。

３ 誓約書の提出について

（１）受注者は、堺市暴力団排除条例第８条第２項に規定する暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を

　　　本市に提出しなければならない。

　　　また、受注者は、下請負人等がいる場合には、これらの者から暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓

　　　約書を徴収して、本市へ提出しなければならない。

　　　ただし、本市が必要でないと判断した場合は、この限りではない。

（２）本市は、受注者及び下請負人等が当該誓約書を提出しない場合は、入札参加停止を行うことができる。

４ 不当介入に対する措置

（１）受注者は、この契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団密接関係者から、暴力団を利することとなるような

　　　社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けたときは、

　　　直ちに本市に報告するとともに、警察に届け出なければならない。

（２）受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者から不当介入を受けたときは、直ちに本市に報告す

　　　るとともに、当該下請負人等に対して、警察に届け出るよう指導しなければならない。

（３）本市は、受注者が本市に対し、（１）及び（２）に定める報告をしなかったときは、堺市暴力団排除条例に

　　　基づく公表及び入札参加停止を行うことができる。

（４）本市は、受注者又は下請負人等が不当介入を受けたことによりこの契約の履行について遅延等が発生するお

　　　それがあると認めるときは、受注者が（１）に定める報告及び届出又は（２）に定める報告及び指導を行っ

　　　た場合に限り、必要に応じて履行期間の延長等の措置をとるものとする。

暴力団等の排除

・監理技術者又は主任技術者の工事現場への専任期間及び専任を要しない期間については、国土交通省において定

　められている最新の監理技術者制度運用マニュアルによるものとする（専任以外の監理技術者又は主任技術者及

　び現場代理人についても同様とする。）。また、工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、

　かつ、本市との連絡体制が確保されると認めた場合には、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人の工事現場

　における常駐を要しないものとする。

現場代理人・技術者

の専任期間等

電子データの提出等

・最終提出書類は、書類保管箱（ダンボール製やプラスチックケース等）に納め提出のこと。　提出用保管箱

著作権等 ・本工事にて取得する施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に委譲するものとする。

・本工事が公共事業労務費調査の対象工事に選定された場合は、本調査の趣旨を理解し協力すること。公共事業労務費調査

引渡し及び管理責任

  なお、下請負人等についても本調査の趣旨を周知し協力するよう指導すること。

・完成検査に合格したときは、書類を添えて引渡しを行うこと。なお、工事完成後引渡しまでは、受注者にて管理

  上の責任をもつこと。

・引渡し物品一式を、監督員の指示により所定の場所に整理し、書類を添えて施設管理者に引渡すこと。なお、個

  別計量器がある場合は、最終読取値を一覧表にして、監督員に提出すること。

・完成図をTIFFデ－タ－に変換し、目次をEXCELデ－タ－にて作成し、CD-RまたはCD-RWにて提出のこと。

・施設毎に完成図を作成し、製本図面（完成図原図をＡ２に縮小しＡ３版背貼製本（表紙文字印刷））を２部提出完成図等

　すること。又、完成図原図も提出すること。

・施設毎に機器完成図をＡ４版チューブファイル（表紙文字印刷）を２部提出すること。

・保全に関する資料(施設管理者が保守を行っていく上で必要な事項をまとめたもの)として、工事完成後、建物と

　ともに以下の資料を管理者に引渡しを行う。

　　　・その他保守上に必要な図書等

　　　・装置、機器の取扱い説明書　　　　　　　　　　　　　・運転指導（資料に基づく説明も行う。）

　　　・主要資材一覧表（名称・規格・数量・メーカー等）　　・物品引渡書

　　　・主要機器の連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　・官公署届出書類控、検査済証

　

　　

火災保険について

その他の保険につい

て

墜落による

危険の防止

・本工事において、部分払いを請求する際には、工事出来高部分に対し火災保険を次のとおり付すこと。

　また、保険契約締結後、速やかにその証券を堺市長に提出すること。

    被保険者：堺市長  、 保険期間：工期プラス１ヶ月 、 保険金額：部分払いするときの出来高金額以上　　

・なお、建設工事保険、組立保険等の総合保険に加入している場合は、保険証の写しと、火災保険の受取りを堺市

　長とした保険会社発行の証明書を提出すること。

・本工事の施工にあたり、目的に応じて次の保険を付すること。

　　第三者に与えた損害の補償    ：請負業者賠償責任保険

　  従業員が受けた身体障害の補償：法定外労災補償（建設共済）又は労働災害総合保険

・受注者は墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、労働安全衛生規則に基づき、墜落制止用器具を

　使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じること。

　高さが2m以上の箇所で、作業床を設けることが困難なところにおいて、墜落制止用器具のうちフルハーネス型の

　ものを用いて作業（※ロープ高所作業に係る業務を除く。）を行う者は、労働安全衛生規則及び安全衛生特別教

　育規程に基づく特別教育を受講すること。

中間技術検査

法定福利費について

・中間技術検査は、公共工事の品質向上を図るため、工事完成時に不可視となる部分や施工上重要な段階等におい

工事写真 

　て、施工中に検査を行うものである。

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の営繕工事写真撮影要領（平成３１年版）・同解説「工事写真 の撮り方 

　建築設備編」による。

デジタル工事写真の

小黒板情報電子化 　の承諾を受けること。

　デジタル工事写真の小黒板情報電子化で使用可能な対象機器及び小黒板情報の電子的記入方法・取扱い・写真の

　使用する墜落制止用器具は、原則としてフルハーネス型とし、「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイド

　ライン」（平成30年6月22日付け基発0622第2号）の規定に従い、器具を適切に使用すること。

・受注者は契約後、１４日以内に法定福利費を明示した「請負代金内訳書」を監督員に提出し、確認を受けること。

・受注者はデジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「小黒板情報電子化承諾願い」を提出し、監督員 

　納品等については「デジタル工事写真の小黒板情報電子化について」（堺市建築部ＨＰ掲載）によるものとする。

施工中の安全確保

について 　義務者の指名を受けたときは、同法に基づく必要な措置を講ずること。また、その他の関連工事請負業者は

　統括安全衛生管理義務者と協力し、工事全体の災害及び事故の防止に努めること。

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

39.

40.

41.

42.

・同一場所で別契約の関連工事が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法に基づく統括安全衛生管理

（１）　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編）

（２）　経済産業省「電気設備に関する技術基準を定める省令」並びに一般社団法人日本電気協会「内線規程」のほか、関係法令に基づ

　　　　き施工する。

（３）　機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの工事仕様書を適用する。　

４．工事種目（●印のついたものを適用する。）

建物別及び屋外

工　事　種　目
屋　外

電 灯 設 備

動 力 設 備

電 熱 設 備

雷 保 護 設 備

受 変 電 設 備

電 力 貯 蔵 設 備

発 電 設 備

構内情報通信網設備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

呼 出 設 備

テレビ共同受信設備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

防犯・入退室管理設備

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

５．工　事　内  容 （下記の内容には、各種機器の取付、接続及び試験調整も含む。

　更に、撤去機材については処分までの一切を含む。）

６．特　記　事  項

構 内 配 電 線 路 ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

弱 　 電 　 設 　 備 ○ ○ ○ ○

電気設備工事　特記仕様書（１）

特　記　仕　様　書 【 電　気　設　備 】

　任においてマニフェストシステムにより適正に行うこと。

　調整の上、十分検討すること。

・施工図等の作成にあたり、別契約を含む施工上密接に関連する工事との納まり等について、当該工事関係者と施工図等の

　なお、受け入れ条件等により提示する施設と異なる場合においては、監督員と協議するものとする。

・原則、建設発生土の搬出先については、上記の処理施設とする。

　　　（令和４年版)及び公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)(令和４年版)並びに公共建築設備工事標準図(電気設備工事編）

　　　（令和４年版）による。（参考資料：電気設備工事監理指針（令和４年版））

＜２０２３．４＞新営・改修編　

　より、搬出入を行う場合は、監督員に報告し、運搬経路について協議を行うこと。

・道路交通の安全対策として、より一層運転者のモラル・マナー（速度規制など法令遵守、歩行者に配慮した注意

　（土砂・ガラ等の搬出車、アスファルト合材・砕石等の搬入車すべて対象）については、下記の通り、

　走行など）の向上を図るため、予算価格が６，０００万円以上の工事で使用する１０ｔ級以上のダンプトラック

　工事用車両幕を作成し取り付けること。

　なお、工事用車両幕の仕様における詳細については、別途、監督員の指示を受けること。

栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

ＲＣ・Ｓ造 ３昇降機棟

●

●

●

●

発注　堺市建設局道路部

堺市建設局道路部

堺市道路部

道路整備課

〇

□ 有　　　　□  無

□ 有　　　　□ 無

□ 有　　　　□ 無

□ 有　　　　□  無

□ 手作業

□ 有　　　　□  無

□ 有　　　　□ 無

堺市建設局道路部道路整備課

栂・美木多駅前北広場再整備工事（第３期）

・設計図書の優先順位

　設計図書に相違がある場合、設計図書の優先順位は下記による

　1.質疑回答書

　2.現場及び机上説明書

　3.特記仕様書

　4.図面

　5.標準仕様書

　現場説明書とは、工事記録等現場での協議録を示す。

52／61　

・下請時の積算区分については　●：本工事で計上　〇：元請工事で計上とする。

　　（　本工事は、　○適用する　　○適用しない　　●元請けの適用区分による　）

　施工確認試験（引張試験機による引張試験）：○行う（　　　　　　）　 ●行わない

　　本工事は、中間技術検査の　　○対象　　○対象外　　●元請けの適用区分による

〇 〇

〇

〇 〇

電灯設備

昇降機棟

動力設備

コンセント設置、および配管・配線工事を行う。

昇降機動力電源の配管・配線工事を行う。

昇降機動力電源の配管・配線工事を行う。

弱電設備

構内配電線路

昇降機電話線用配管工事を行う。

電力引込、分電盤設置、照明器具設置、換気扇電源、

・本工事で撤去等の作業を行う特別管理産業廃棄物等（○有    ●無し）  

堺市南区桃山台２丁地内

・●構内指定場所に敷きならし　　○構内指定場所にたい積　　〇構外指定場所搬出適切処理（再資源化施設）

  ●根切り土の中の良質土    〇山砂の類    にて埋戻しのこと。

・施工時間は原則として、午前９時から午後６時までとする。
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